





























40 経 営 と 経 済




めの予備的考察を行なう D 第 3 節では，各国において失業が存在している場
合のそれぞれの輸入量の変化を求めると共に，関税と交易条件との関係を求
める O 第 4 節では，外部性l乙制約された自国の最適関税率を求める O そし
て，第 5 節では，本稿で得られた結果について述べる O
2. モデルと予備的考察








モデノレを明示するために，次の諸記号を用いる o Xj を第j財の粗産出
量，K と L D をそれぞれ資本の一定賦存量と労働需要量，aij .を第j財単位
当り使用される第 i要素量，そして ρ，r および、切をそれぞれ第 l財で表わ
された第 2財の自国価格，資本レンタノレおよび所与の賃金率としよう (i=
K ， L; j=l ， 2) 0 但し，添字K とL はそれぞれ資本と労働に関する事項を
示すものとする。
乙のとき，基本的なモデルは，
。Klr+aUW = 1 ， 
aK2r+aL2W =ρ， 
aK1Xl十aK2X2 =K，




aL1X 1 +aLzXz=L D， 























I i dX 1 ¥ = I dρi， 
2 
L: XjEk J( bJ{1 bKZ 11 dX z I 0 
j = 1 




bJ{j=a J(j(l-R J{j) ， 
R v ; = _X.-!_ ~Kj 一一-KJ 
aKj θXj 
， 
j= 1 ，2 . 
j= 1 ，2. 
j= 1 ，2 . 
4. 愉入中間財を合む不完全雇用モデノレについては，旧中 (1982) を参照。
( 6 ) 
( 7 ) 














j= 1 ，2. 
である。
(7)式において， j= 1のとき P1= 1であり， j= 2 のとき P2=P である。
ところで，R j・は第 j産業についてのVRSを表わし，Rj>O ならば，規模













I A I 
(9) 
(10) X ん)}d P 
ー 2
仏=一九丁taK1bK1 + ~1:- (ヱユ
、 j=l
'¥ I pR 
X瓜K)+三~aKlbK1+玄 aK2bK
を得る D 但し，
-AP P 2  IAIニヲヱナ(2:
ー j=l
であり， (6) 式の左辺の係数行列式である o そして，考察している体系の局所





と，signR 17ιsignR 2 のとき，
(1) dX 1/dp< 0 ， 
および
この点については，田中 (1982) を参照。5. 
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dX 2/d ρ>0 ， (12) 
を得る 6) 。乙れに対して， Sl ・gn (dr/p) のみが，さらに第 1産業のVRS





dL D=b L1dX 1 + bL2 dX 2 + ( L: XjE iK )dr 









j= 1 ，2 . 
j= 1 ，2. 




-b L2 bK1 )， 
である o また，Ruは，一定の要素価格のもとで，第j産業の粗産出量が l
96増加するとき，単位当りの労働の雇用量が何必減少するかを表わすo
ここで，次の仮定を置こう o
( A 1 )， 一定の要素価格のもとで，第j産業が拡張することによっ
て，生産要素の需要量が増加する D
この仮定は，bij> 0 を意味する (i=K ，L;j=1 ，2)7)。
(13)式において，sign(dLD/d ρ〉は sign β に依存する D ところで，sign s 
6. dXddpく0 は明らかである。 dXzjdρ>0 については，数学註 1を参照。
7. 各産業における要宗需要の反応については，数学註 2 を参照。
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は第 l産業の VRS と (A 1) に基づく限界的な要素集約性とに依存して
いる O いま ，sign (dLD/dp) を確定するために，これらの組合せと sign
(dLD/dp) を示すと，signR 1チsignR2 を考慮に入れて，
(C 1) . Rl> 0 ， R2< 0 および bKJb L1 手bK2 /b L2 ・のとき ，dL ρ/d ρ<0 




X1 + pX 2=wL D +rK (14) 
となる o (14)式を全微分し， (3)式と(6)式のうち最初の 2本の式を用いると，









自国は第 2 財を輸入し，外国は第 l 財を輸入するとし，そして各国は輸入に
関税を課する o MtfとM 2 をそれぞれ外国と自国の輸入需要としよう。各
国の輸入需要は，第 l財で表わされた第 2 財の相対価格戸(世界の交易条
件)とその関税率に依存する。乙のとき，各国の輸入需要関数は，
M2=M2(p* ， T2)， (16) 
および
Mtf=Mtf(l/μ， T1) ， (17) 
と表わされる O 但し，th とりをそれぞれ自国と外国によって課せられる関




















































η _p~ θM 2 ・ー Cl/p*) θM 2 ι T k θM k h一一一瓦示一 ，7Jf= - M z 8(1/ 戸) ，CJk= M'l 万T k
である (k=h ，f)o 7Jk はオッファー・カーブについての輸入の需要弾力性
であり，ーれは交易条件が一定のときの輸入需要の変化を表わす8) 。そし
て，明および -e k の構成因と符号は後で明らかになる。
自国の輸入需要は，
M 2= D 2h (1 りh，Yh) - X zh (ρh) ， (20) 
によって示される O 但し，Dih は自国の第 i財に対する需要量であり，関税




M 1=1 ザM2' (21) 
で表わされる o 但し，Ml=Xlh-Dlh である o
実質所得の変化は，




D 1h + Ph D 2h=X 1h 十Ph X 2h+1 ザ (T 2- 1 )1"¥12， (23) 
で示され，乙れは消費の価値が生産の価値と関税収入の和に等しいというこ
とを表わす。
8. Jones (196 ， p. 420) および天野(1972. p. 16) を参照。
9. Jones (196 ， p. 419) を参照。
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ω式を全微分し， ω式，自国 l乙関する (1 日式および
dPh=] り*dT 2+ T 2dp ヘ
を用いると，
(24) 
dYh = R 1h dX 1h + P~九hdX2h+wdL';;+p*(T2-1 )dM 2- M 2dp* ， 
(25) 
を得る。乙こで，
jh=(-l)j~些互室主 Ph =笠E2L;h=IF-f 品一
Mj dph P*M 2 '-'. Li dPh 
としよう o 但し，Sjh は産出量が変形曲線に沿って動くときの生産側につ
いての代替効果を表わし， (1)式と (12)式より， Sjh> 0である (j=1 ，2) 。
Ph>O は輸入額と労働への分配との比率である D そして，れは労働需要の
財価格変化に対する反応を表わし，(C 1 )のj易合には，れ < 0 であり，
(C 2) の場合には，れ> 0 である o
乙のとき， ω式とω式より得られるれ =p*+T 2 を考慮l乙入れると，制式
は，
dYh= ρ来M 2C( -RlhS+T2RhS2+ P h;h- 1 )p* 
十(- R 1h S1h 十T2RhS+ P h;)T 2+(T 2- 1 )M 2)， 








を得る o 但し， mh は第 2財lζ関する限界消費性向であり，いずれの財も劣
Ph 免n
等財でないと仮定すると， mh>O である D また， eh= 一一一 V .L./2ι>0 は，
“ M 2 aPh 
一定の実質所得のもとで，価格変化が D2h K 及ぼす代替効果を表わす。







+を伽1h- T 九一 Ph!;h) }み
十(eh+ 川苧号?仇勺r 一T乙よ恥R凡ん2功仙hμ的山Sら匂2h-幼2h-一pんM山ωh点んωEι吋ρ)ナγ公久九2幻， ω 
を得る o したがって， c渇式と(18)式と比較すると，
および
eh+ S2h+ ゴ竺ι+ゴ竺ι(R 1h S1h - T2RhS - P h!;h) T。 T。
ηh = 一一一一←ー ー E 
1 -mh T:.，-1 一 一川 T
2
eh 十S2h+ 芸ι(R 1山 - T 2R 2山ーんとh)









1-mr~f- 1 -mr --y; 









乙のことは，自国では条件 (C 1) の状態にあり，外国では条件 (C 2) 











一 η'f+ ηh- 1 7 






帥式において， (19) 式， ω式， p*dM 2=dM 1 - M 2dp へおよび p=p*+T 2
を用いると，
ノ¥
dYh=j う* M 2C{-RlhS+T2RhS2+P'/;h- 1 ー (T 2- 1) ( 1 ー ηf)} p* 
+ (-RlhSlh+T2RhS2h+ Ph!;)T 2ー (T 2- 1 )εfTl) ， (30) 
を?与る o
もし初期lこ輸入関税が課せられていない場合には，C3q式は，
dYh= ρ* M 2 {( -RlhS+R2hS+Ph!;- 1 )P*
十 (-RlhSlh+R2hS2h+ Ph!;)T 2}， (30') 
となる D 自国が条件 (C 1)の状態に従っているのであるから， ρ来および







って得られる D このことより，最適関税率tgP は，
t~P = -.! + R1h S1h - R2hS 2h - Ph!;h 
2 - R2h S2h +η'f-1 
(31) 
となる o
乙の最適関税率が存在するための条件は，R 2h S2h +ηf-1 > 0 でなければ
ならない。もし乙れが負であるとすれば，的式の ρ* の係数は負となる。ま
た，倒式において，T 1= 0 のもとで，関税率を引き上げると，交易条件を
改善する乙とができる。したがって，関税率を引き上げることによって，つ
ねに自国の実質所得を限りなく増大させることが可能となる O よって， ω式
の分母は正でなければならない。また，自国が条件 (C 1) の状態にある









であり，また分母は ηf>1で特徴づけりれている 。しこで， ('31) 式とω式


























PR2{ aK1bK1十R1( :Z XjEkK)}く-R1aKん品
i) .R 1く0 ，および R 2>0 のとき，明らかに，
2 
O くaKん lXt+R¥( 2: XjEkK) 
j = 1 
i) Rt> 0，および R 2くO とき，
2 
0< 一会プ仇2X2くaK九 X 1+ Rl ( L: XjEkK) 
j=l 
2. 第j産業で使用される資本量は (aKjXj)であるから，乙れを全微分し， (8)式と(9)
式，あるいは(10)式を用いると，
d(aKjXj)=bKjXj十XjEkKdr




ρR1R2 ( 2:; X jEkK ) +ρ >R2aKん lXl+R内ん2X2 くo.
j=l 
よって，
ρR2Xl(aKlbKl+RlEkK)く -R1X2 (aK2b K2 + pR2EkK). 
i). R1く0，およびR2>0 のとき，明らかに oくaKlbKl + R，EkKである。
i). Rl> 0，およびR 1くO のとき，
0く一一塁塁し(aK2b K2 + pR2EkK )くaK，b K' + R1EkK・
pR2X1 









=ー上ー I-bLdaKlbKlXl+Rl( え1 XjEkK)} + R，E'iK b K2x21 dp， I A I x， 1. -~" l- I¥.'-I¥.1-' . --" .~ --J-1'>.1'>. -' J . --1- 1-1'>. -I¥."--") 
j= 1 
を得る。 R1>0 のとき，d(aLIXl)/dρく0 であるけれども，sign Cd(aL2X2)/ dρ〕











dYf=R 1fdX 1f坤 fR 〆X 2f+ wdL {y
+M 2fPf+M 1f ~~二i lQIf+JlfI-L わ
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